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北部九州の６次化農業の現状等

Ⅰ 北部九州の農林水産業の現状
（参考） 我が国農業の動向

Ⅱ 北部九州の６次化農業の現状
（参考） ブランド化の事例
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Ⅰ 北部九州の農林水産業の現状

○北部九州（福岡、佐賀、長崎）における農業産出額の全国シェアは５．８％、海面漁業漁獲量の全国シェアは１１．４％。
○北部九州のイチゴ、小麦の産出額は全国で上位、水産業では長崎県の海面漁業漁獲量は全国第２位、アジ、サバ、クロマグロ、マダイの漁獲量は全国トッ
プクラス。

全国シェア
５．８％

（１）北部九州の農業（産出額及び農業就業人口）

（億円）

北部九州の農業産出額【平成23年】

◆イチゴ、小麦、大豆、肉用牛の産出額は全国上位
◆福岡県のイチゴの産出額は全国第２位、約１割のシェアを占める

◆長崎県の海面漁業漁獲量は全国第２位
◆アジ、サバ、クロマグロ、マダイでは全国トップクラス

15～64歳

農業就業人口
14.2万人

65歳以上

（人）

北部九州の農業就業人口構成
（販売農家）【平成22年】

43.3%56.7%

（２）北部九州の主要農産物

15～64歳 65歳以上
福岡 41.8 58.2
佐賀 45.3 54.7
長崎 44.3 55.7
全国 38.4 61.6

年齢構成
地域

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

北部九州の年齢別農業就業人口（販売農家）【平成22年】

（３）北部九州の水産業（生産額、漁獲量）

◆全国と同様、就業人口の約６割が65歳以上
と高齢化している

品目 県名 産出額

福岡県 193億円 第2位 12.6%
長崎県 90億円 第4位 5.9%
佐賀県 89億円 第5位 5.8%

福岡県 １７億円 第2位 6.5%
佐賀県 8億円 第3位 3.1%

福岡県 22億円 第2位 8.5%
佐賀県 20億円 第4位 7.8%

長崎県 186億円 第6位 3.7%
佐賀県 137億円 第9位 2.7%

小麦

大豆

イチゴ

肉用牛

全国順位及びシェア 【単位：ｔ】

区分 1位 2位 3位 4位 5位
長 崎 島 根 鳥 取 福 岡 愛 媛

59,515 31,994 12,571 10,290 9,398

長 崎 静 岡 茨 城 三 重 千 葉

67,405 50,435 46,372 35,177 22,806

長 崎 福 岡 鳥 取 青 森 石 川

4,703 1,483 1,213 1,053 816

長 崎 福 岡 愛 媛 兵 庫 山 口

2,101 2,002 1,495 1,176 1,101

北 海 道 青 森 茨 城 長 崎 新 潟
1,046 925 505 402 347

クロマグロ

アジ

マダイ

サバ

ヒラメ

北部九州の主要魚種漁獲量【平成23 年】

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

【平成23年】
北部九州の海面漁業・養殖業生産額【平成23 年】

全国シェア
１１．４％

資料：農林水産省「海面漁業生産統計調査」

－１－
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（参考）我が国農業の動向

都府県

ha

北海道（右目盛）

全国

ha
販売農家１戸当たりの経営耕地面積の推移

資料：農林水産省「農林業センサス」

注：販売農家のうち経営耕地のある農家１戸当たりの経営耕地面積。ただし、昭和60（1985）年以前は、総農家

１戸当たりの経営耕地面積 －２－
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① 耕作放棄地はこの20年間増加しています。
耕作放棄地面積は、昭和60年までは、およ
そ13万haで横ばいでしたが、平成２年以降
増加に転じ、平成17年には、埼玉県の面積
に相当する38.6万haとなっています。
また、農地面積が減少する中、耕作放棄

地面積率は、昭和60年から平成17年にか
けて約３倍に増加しています。

② 耕作放棄地の所有を農家の形態別にみてみま
すと、主業農家及び準主業農家の耕作放棄地面
積は、平成２年以降横ばいで、平成12年から17年
にかけてはむしろ減少しています。
一方、土地持ち非農家や自給的農家の耕作放

棄地は増加傾向にあります。平成17年には耕作
放棄地面積38.6万haのうち24.1万ha（６割強）がこ
れらの農家によって占められています。
また、土地持ち非農家及び自給的農家の耕作

放棄地面積率は３割前後となっており、他の経営
形態とは明らかな差があります。

③ 農業地域類型別に耕作放棄地面積率をみ
てみますと、山間農業地域が最も高く、平成17
年には14.6％と、平地農業地域の３倍に近い
率となっています。次いで都市的地域、中間
農業地域が12％を超える率になっています。
一方、耕作放棄地面積の増加割合をみてみ

ますと、平成７年から平成17年の10年で都市
的地域が179％、平地農業地域が146％、中
間農業地域が158％、山間農業地域が155％
と都市的地域の増加割合が大きくなっていま
す。

土地持ち非農家
（27.1％）

自給的農家
（32.8％）

資料 ： 農林水産省「農林業センサス」
注１ ： 昭和60年については、主業・準主業・

副業的農家の区別がない。
２ ： 平成17年の（ ）内の数値は農家形態

別の耕作放棄地面積率である。

農家の形態別の
耕作放棄地面積

副業的農家
（7.2％）

準主業農家
（5.5％）

主業農家
（1.7％）

農業地域類型別の
耕作放棄地面積

耕作放棄地面積の推移

山間農業地域
（14.6％）

中間農業地域
（12.9％）

平地農業地域
（5.4％）

都市的地域
（12.7％）

資料 ： 農林水産省「農林業センサス」
注 ：平成17年の（ ）内の数値は農業地域

類型別の耕作放棄地面積率である。

資料 ： 農林水産省「農林業センサス」
注１ ： 耕作放棄地面積率は、

耕作放棄地面積÷（経営耕地面積
＋耕作放棄地面積）×100

耕作放棄地の現状 （農林水産省）

－３－



日本の農林水産物の輸出先(2013年)

香港

22.7％

台湾

13.4％

その他

アジア

20.6％

北米

16.3％

中国 9.0％

韓国6.8％

欧州 6.3％

その他 4.7％

アジア
72.7％

5,506億円

－４－

【出所：財務省】
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※「熊水（ゆうすい）そだち」、「三度のときめき」はＪＡ熊本経済連の商標
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農地集積・集約化や農地中間管理機構に対する意見等

１．担い手への農地集積・集約化

○大規模（５ｈａ以上）な農業経営体への集積が進展しているものの、地域によって集積度合は大きく異なる。（長崎県は、耕作放棄地の割合が高い。）
○集積が進んでいる農業法人でも、農地が分散しているため、生産効率は上がっていないとする農業法人もある。

Ⅱ 北部九州の６次化農業の現状

・法人設立時（Ｈ６）の13ｈａから、農地を貸してくれる地域の人たちの理解と
協力を得られ、比較的順調に73ｈａまで集積してきたが、残りの農地は集落

営農が定着している。当面は現在の規模を維持するつもりである。規模拡大
に伴い生産性は向上している。

・米は、佐賀や福岡の社会福祉施設を中心に直接販売している。キャベツ
23haは業務用で、飲食店や食品加工品等に販売している。

・7年前に脱サラし、50ａから始め、現在36ha（ほとんどは借地）、農地を借り

てくれとの要望を、余程のことがない限り断らず受託しているため、農地が分
散しており、生産効率は悪い。
・野菜は、地域の野菜農家64戸や産直業者と協力して、スーパーで販売して
いる。

・20haのうち11haを借地しているが、全て個人的なつながりで、農業委員会
等公的な機関からの紹介は全くない。不便な場所から貸し出すため、20ha
は34か所に分散しており、管理は大変である。

Ａ農業法人（佐賀県・平地農業地域(米・キャベツ)）

Ｂ農業法人（福岡県・平地農業地域(米・麦・キャベツ)）

Ｃ農業法人（佐賀県・中間農業地域(みかん)）

資料：農林水産省「農林業センサス」

農
地
中
間
管
理
機
構

借受 貸付

それぞれ10ha所有
緑：農業法人
黄：企業
青：大規模家族経営
白：その他小規模家族

経営

緑：農業法人 15ha
黄：企業 15ha
青：大規模家族経営

10ha

農地の集積・集約化で
コスト削減

分散している農地(40ha) 集約された農地(40ha)

管内の経営耕地面積の集積状況 農地中間管理機構による農地集約のイメージ図

－12－

○ 地域の農地の情報を広く収集・活用できるような仕組みがあれば、規模
拡大のペースを上げることもできるし、耕作放棄地の発生も防止できる。

従って、今設置が検討されている農地中間管理機構には期待している
し、実現すれば、農地の貸し借りが広く公平に行われるような形で運営し
てほしい。

○ 生産性を向上させるためには、分散している農地を集約する必要があ
り、農地中間管理機構のような組織が有用であるのは間違いない。

借り手を公募ということになっているが、私たちのような大規模農家が
地域全体の集約・再配分を図るため農地を供出した場合、供出した農地
面積が確保されるのか分からない。もし、確保されなければ、従業員を維
持していかないといけない立場としては、参加は厳しい。

○ 当社は、個人と個人との繋がりを大事にして、農地を借りてきており、田

んぼを絶対に荒らさないとの信頼関係を築いている。農業関係者によって
は、今後の農業のあり方等について危機感を抱いている。そのような農
業関係者から先に農地中間管理機構を利用し、「信頼感」が生まれてくれ
ば、次第に制度を活用する者が増加してくるのではないか。

農業法人等への農地集積・集約化の状況
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○農地法の改正後に、一般法人の農業参入が増加しており、事業規模を拡大してきている事例もみられる。
○一般法人の農業参入の際の課題としては、（条件の良い）農地の確保、販路の開拓、資金調達などとなっている。

①.参入のきっかけ

・ＪＲ九州グループの新規事業として農業参入を検討していた最中、異業種
参入を推進している大分県から打診を受け、第一弾としてニラ栽培に参入し
た。21年施行の改正農地法も農産品拡大の追い風となった。

②.事業の特徴

・ニラの栽培から始め、甘夏、トマト、鶏卵、さつまいも、ピーマン、柑橘類
（ネーブル、デコポン）と順次、品目を増やし、規模を拡大している。

・鶏卵では、博多駅や羽田空港内に直売所を出店。１個60円の高付加価値
な卵のほか、ケーキ、プリン及びカステラなどの加工品も販売している。

③.今後の展開

・年間３品目を目標に新規参入を検討し、５年後売上10億円を目指す。

・一般の飲食店や小売店への販売量を拡大するほか、鶏卵の加工品のライ
ンナップを充実させ、ブランド価値の向上と販路拡大に挑戦する。

○ 農業分野への参入の一番の障害は、やはり農地の確保である。優良な
農地はなかなか出てこない。

○ 25年２月に農業生産法人を設立し、 町内の農地（約3ha）を借受けて耕

作を行っているが、いずれも耕作放棄地でかなり荒れていたため、自力
で雑木やがれきを撤去して、耕作できるようにしている。

○ 農地は「所有方式」のメリットを感じられず、コスト面などから「リース方

式」が良いと思われる。リース方式での役員要件（役員の１人以上が農業
に常時従事）が緩和されれば企業がさらに農業に参入しやすくなるので
はないか。

○ グループ内に小売店を持たないため、本業の大口需要先に対して、地
道に営業をかけて販路を開拓。

○ 販路の確保も喫緊の課題である。今後、飲食店やレストランへの販路
拡大に取組んでいきたい。

○ 農業は栽培から売上までに時間がかかり、収入がない期間にも給与を
支払う必要があるため、資金面での体力が必要。

２．企業参入の拡大（加速化）

九州旅客鉄道株式会社（福岡市博多区）

資料：九州農政局

満 た す べ き

要 件
リース方式 所有方式

法 人 形 態 自由（すべての株式会社もOK） 株式会社、合名会社、農業組合法人等

事 業 自由（これまで農業をしていない法人もOK） 売上高の過半が農業

構 成 員 自由（農業者以外が100％出資でもOK） 農業者以外の議決権が1/4以下であること

役 員 役員の１人以上が農業に常時従事すること
・役員の過半が農業の常時従事者であること

・更にその過半が農作業に従事すること

そ の 他
・農地を適正に利用していない場合には賃貸借の解除をする旨

の契約が書面で締結されていることなど
―

農業生産法人要件を
みたす必要なし
農業生産法人要件を
みたす必要なし

以下の要件をみたす法人を
「農業生産法人」と称している
以下の要件をみたす法人を
「農業生産法人」と称している

農地法改正(平成21年)後の農地の権利取得による参入制度

－13－

農地法改正(平成21年)前後の参入法人数比較

一般法人の農業参入の事例 一般企業の農業分野への際しての意見等

旧制度
(Ｈ15.4～Ｈ21.12)

新制度
(Ｈ21.12～Ｈ25.12)

差

福岡県 3 19 16
佐賀県 ‐ 10 10
長崎県 4 11 7
管 内 7 40 33
九 州 46 168 122



○ ６次産業化で販売しているネギドレッシングは、添加物を一切使用して
いないオンリーワンの製品で、利益率が高く、ネギの販売価格がデフレに
より販売価格が低迷している中にあっても、収益的に大きく貢献している。

○ 今夏から始めた冷凍みかんの販売実績は、販売計画の７割にとどまっ
た。原因は、営業や広告宣伝が十分でなかったことか。ただし、急速冷凍
で細胞を壊さず新鮮なまま冷凍しており、一般的な冷凍みかんとは味が
全然違うことが認知された結果、大手青果卸業者と来期の供給契約を締
結したところであり、来期は大きな成果を期待している。

○ ６次産業化の課題は、販路開拓（拡大）であり、６次産業化プランナーや
商工会の支援を受けている。販売が伸びる見込みが立たないと生産設備
への投資もできない。

○ ６次産業化というと、例えば地元特産品を使ったドレッシングなどが多く
つくられているが、地元産直販売店止まりで、広く流通するものはほとん
どない。当社では最終製品までは作らず、その一段階前の素材を他社
（加工食品の生産・販売のプロ等）に持ち込むことを考えている。

〔農業法人等の資金調達関係〕
○ 最近はようやく、金融機関の目が農業に向くようになり、以前より順調に
調達ができるようになった。

○６次産業化・地産地消法に基づく事業計画書の認定件数は、福岡県が多く、農林漁業６次産業化ファンド出資第１号も誕生。
○６次産業化に取り組んでいる農業法人においては、営業・販路開拓に関する人材の確保・ノウハウが課題となっている。

①.６次産業化のきっかけ（現状の課題）
・㈱拓水は、車えびの養殖技術には定評があるが、現在の養殖場（佐賀県・
長崎県・山口県）では、海水温の関係で、出荷が８月～翌年の１月までに限
定されている。現在でも、冷凍車えび出荷も行っているが、販売先の要望に
十分に応えられていない状況にある。

②.事業の概要
・気候が温暖な沖縄県与那国島の地の利を生かして、高品質な車えびの周
年生産を実現する。更に、車えびに特殊凍結技術を利用し、直接、ホテルや
レストランなどに安定した価格（市場動向に左右されない）で出荷できる強み
で販路を拡大する。

③.今後の展開
・将来的には、沖縄のみならず、全国の生産者と連携した車えびの新しい流
通形態を構築していく計画である。

３．（農商工連携等による）６次産業化の推進

平成25年９月、㈱拓水（福岡市）と㈱オザキ（福岡市）が共同出資する沖縄
栽培水産㈱（沖縄県）に、ＮＣＢ九州６次化応援ファンドから出資

～全国初！農林漁業６次産業化ファンド出資第１号～

Ｈ25.11.29時点 資料：農林水産省食料産業局

全
国
上
位 出資

西日本シティ銀行

ＮＣＢ九州６次化応援ファンド ６次産業化事業体
(６次産業化法の認

定事業者)

農林漁業者
(主たる経営者)

６次産業化
パートナー企業

民間
金融機関

食品企業等

国

(産業投資)

㈱農林漁業
成長産業化
支援機構

ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング

機構の３大業務
①出資
②融資
③マッチング

資本性劣後ローン(無担保・無保証)

出資
出資

貸付
出資

出資

出資

経営
支援

運営

出資

農林水
産物等

技術
販路

〔今後のファンドから出資見込み〕
・平成25年10月、西日本水産㈱への出資も決定（ウナギ養殖の新しいビジ
ネスモデルの構築）。この他約30件の相談がきており、ファンドの認知度が
上がれば、更に出資の相談も増えると見込む。

６次産業化・地産地消法に基づく事業計画書の認定件数 『ＮＣＢ九州６次化応援ファンド』の概要
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農商工金連携による６次産業化の事例 ６次産業化等に対する意見等

うち農畜産物
関係

うち林産物
関係

うち水産物
関係

福岡県 57 49 2 6 3
佐賀県 15 15 ‐ ‐ ‐
長崎県 24 19 1 4 ‐
管 内 96 83 3 10 3
全 国 1,690 1,497 81 112 27

総合化事業計画
認定件数

研究開発・成果利用
事業計画



４．輸出拡大への取組み状況等

○ 九州・山口からの農産物（加工品も含む）の輸出額は、ここ数年は400億円前後で推移している。
○ 現状では、農業法人等の輸出実績は少ないものの、今後は、アジアに近いこともあり、イノベーションの活用やブランド化(差別化)を図って、輸出の拡大
や新たに輸出に取り組むことを考えている農業法人も多い。

○ ネギを福岡空港から香港（日本食のレストラン用）に輸出している。日本

の２倍程度の価格で、輸出手続き等は商社が行ってくれており、利益的に
は良い。来年２月は違うレストランに、ネギとネギドレッシングを輸出する予
定である。

○ 中国北部の都市の高級百貨店で「みかんジュース」を販売することになっ

ている。有機ＪＡＳの認定を受けた商品であることが中国で評価された模様。
輸出の実績はまだ少ないが、今後間違いなく伸びていく。

○ アジア向けの農産物の輸出では、地元県産品だけでなく、九州産品さら
に日本中の農産品に拡げたことから、輸出額は、22年度の30百万円から、
24年度では310百万円と増えている。地元産品も増加している。輸出先は、
香港、台湾、タイが８割以上と多い。

○ 香港や台湾などアジア地域を中心とする海外マ－ケットで「あまおう」のＰ
Ｒを実施したことにより、国内同様、海外の消費者からもおいしさや美しさ
が評価され、ブランドが定着。福岡県産農産物の輸出において、「あまお
う」は海外販路開拓の牽引役として重要な品目となっている。

○ 大規模な輸出は難しいが、最近、国際宅急便等コンパクトな輸出手段

があることを知った。当社の「れんこん」（特に有機ＪＡＳ認定のもの）は真
空パックで日持ちもすることから、今後、東アジア等への輸出も検討。

○ 将来的には、沖縄（那覇空港）を拠点に、香港やマカオのマーケットに
「冷凍車えび」を輸出することも視野に入れている。なお、単独では無理
であるため、どこかと共同で行う考えである。

○ 農産物の輸出戦略は、地域戦略から国家戦略に考えを変え、オール

ジャパンで売り込む必要がある。地方だけでは出荷できる期間が短いの
で、全国的に協調してリレー出荷ができるようになれば、年間を通し安定
した輸出が可能。

○ 輸出拡大に向けて、物流ルートの改善（博多港からのシンガポール向

けは釜山などを経由するため２週間を要する）や輸出向けのパッケージ
の統一などの取組みが必要。

農業法人等の輸出状況 農業法人等の意見等

農産物貿易会社の意見等農産物貿易会社からの輸出状況

農産物の輸出額推移(九州)

博
多
港

釜
山 ・・・・・・

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

台
北

香
港

経由地
【現状】複数の経由地があるため、最長14日程度の輸送期間を要する

直行便があれば輸送期間の短縮が可能

○空輸は高コストであり、高付加価値品で
なければ、採算が取れない。

○海運の直行便があれば、低コスト、輸送
期間の短縮が可能

福岡県産ブランド：イチゴ『あまおう』の輸出状況
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シンガポール向け海上物流の現状

輸出拡大に向けた取組み事例 輸出拡大に向けた意見等
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生鮮・加工品・果実・畜産

魚介類・同調整品

(億円)

387 401 380 420

資料：門司税関統計
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○ ハローワークや県立農業大学校を利用して求人を行っているが、そこそ
こ応募はあり必要な人員は確保できている。日曜と祝日は休日としている。
そうしなければ若い従業員は集まらない。

○ 従業員は、農業経験のない者がほとんどで、自分から就職したいと訪ね
てくる。辞めていく者も少ない。８月と12月にボーナスを支給し、３月に支
給する場合もあり、給料は農協よりも良いのではないか。勤務時間は８:00
から17:00を基本としているが、自分の判断で作業時間を決定させている。
自由にやらせた方が長続きするのではないか。

○ ハローワークを利用しても人がなかなか集まらない。生産を安定させる
ために、外国人実習生の利用も検討している。

○ 新規就農となると、土地の確保などから土地利用型（米・麦など）は難し
いし、どうしても収益性の高い野菜栽培になる。

○ 当地域の新規就農者は多いものの、想定していたよりも実際の所得が
低いことなどから、２、３年で辞めている。

○ 農業未経験者の参入よりも、農家の実子がＵターンなどして、後継者と
して就農する方が、既に安定している経営の「ノウハウ」や「既存設備」を
利用することが可能である。

農地を見つけてアプローチしたケースもあるが、高齢で耕作できなくなったた
め先方から話が来たケースもある。
しかし、農業委員会等公的な機関からの紹介は全くない。年前：約8ha 現
在：約20ha 目標：50ha
20haのうち11haを24人の地主から借地しているが、全て個人的なつながり
で契約に至ったもの。

私から、耕作されていない農地を見つけてアプローチしたケースもあるが、齢
で耕作できなくなったため先方から話が来たケースもある。
しかし、農業委員会等公的な機関からの紹介は全くない。

・平成24年度は「自営就農」が204人で、４年度の調査開始以降、初めて年間
200人を超えた。また、「雇用就農」の104人（前年比＋24人）を合わせた24年
度の全体の新規就農者数は308人。Ｕターンが116人（同＋45人）及び新規
参入が60人（同＋35人）増加。青年就農給付金の新設も増加の要因。新規
学卒の就農者数が減少傾向にあることから、Ｕターンと新規参入の獲得に力
を入れている。

・新規就農者は、平成20年以降増加傾向にあり、24年は186人、そのうちＵ
ターンが88人（同＋14人）、「雇用就農」が53人（同＋20人）と多くを占めてい
る。規模の拡大を図ろうとしている農業法人が新規就農者を増やしている中
で、「農の雇用事業」による助成金も寄与。今後の農業を維持するための必
要な目標としている年間140人は達成、その定着を図ることが課題。

・平成24年度の「自営就農」は174人で、Ｕターンが103人、新規学卒が46人、
新規参入25人となっている。また、「雇用就農」の79人を合わせた24年度の
全体の新規就農者数は253人。Ｕターンと新規参入の就農に力を入れている
が、新規参入の就農者においては、農業を始めるための資金や農地を確保
することが課題となっている。

グラフ

○新規就農者数は、農業法人の増加や青年就農給付金の効果などもあって、増加傾向にある。
○必要な農業従事者は確保ができている農業法人がある一方で、ハローワークを利用しても人がなかなか集まらないとする農業法人もある。

５．青年就農者の参入・定着

管内の新規就農者数の推移

新規参入

Ｕターン
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522476

417397
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福岡県の現状

佐賀県の現状

長崎県の現状
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青年就農者の参入・定着にかかる意見管内各県での新規就農者の状況及び取組み

法人正職員として就農 独立・自立就農

○青年就農給付金(準備型) ○法人側に対して農の雇用事業 ○青年就農給付金(経営開始型)

県農業大学校等の45歳未満の
研修生に対し、研修期間中について

法人に就職した青年に対する研修経費として
人・農地プランに位置付けられている

原則45歳未満の独立・自営就農者について

・年間150万円を最長２年間給付
・年間最大120万円を助成

(最長２年間)
・年間150万円を最長５年間給付

就農準備
(高校卒業後を支援)

就農開始

新規就農対策(給付金)の全体像

資料：福岡県、佐賀県、長崎県



６．ま と め

◆ 地域の農地情報を広く収集・活用
◆ 担い手への農地集積と集約化の推進
◆ 耕作放棄地の積極的活用

◆ 大規模で優良な農地確保
◆ 先進的な農業技術の取得（植物工場
等）
◆ 販路開拓（本業・企業グループ内の販
売網の活用等）
◆ 農業分野へ参入するための資金の確
保

◆ 販路開拓（拡大）のための販売業者と
の連携（生協・各種直売所・通信販売等）
◆ 付加価値の高い独自の加工品等を開
発するためには加工業者との連携
◆ ６次産業化展開のための設備資金の
確保
◆ イノベーションの活用(冷凍技術等)

◆ 輸出のオールジャパンとしてのグランド
デザイ ン構築
◆ 各県が連携した輸出推進対策
◆ 物流ルートの確保など輸出環境の改善
◆ 輸出ブランドの確立

◆ 地域農業の中でリーダーとなる人材の
育成
◆ 農業を始めるための営農資金及び所
得が安定するまでの生活資金の確保

担い手への農地集積・集約化 企業参入の拡大・加速化
（農商工連携等による）

６次産業化の推進

輸出拡大への推進 青年就農者の参入・定着

○ 北部九州における農林水産業においても、以上紹介してきたように、攻めの農林水産業を目指して、様々な取組みが行われてい
る。○ 今後の課題等を日本再興戦略の主要な施策（取組み）に沿って整理すると下掲のとおり。
○ 九州農業の成長産業化に向けて、九州農政局を中心に「九州農業成長産業化連携協議会」が設立されているところであり、福岡財
務支局においては、６次産業化における金融機関からの支援などで同協議会との連携を深めていく。

公的・民間金融機関からの
支援が期待される分野

〔管内の６次産業化ファンドの設立状況〕
・ＮＣＢ九州６次化応援ファンド
・十八６次産業化支援ファンド
・さぎん６次産業化ファンド
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（参考） ブランド化の事例

○福岡県のイチゴ『あまおう』は、全国的な知名度を誇るブランドとして成長し、海外への販路拡大も図っている。
○また、小麦『ラー麦』は、「福岡生まれの小麦でとんこつラーメンを」という地産地消の特徴を出していけば、外国産小麦に対抗できるとしている。

【特産物の特徴等】
・品種の特徴である「あかい」、「まるい」、「おおきい」、「うまい」の頭文字から
「あまおう」とＪＡ全農が商標登録し、平成14年度より販売開始。その後、これま
でにない早さ（３年間）で全面を「あまおう」に転換する等、生産者及び県関係機
関が一丸となった取り組みにより、全国的な知名度を誇る福岡県を代表するブ
ランドとして成長。

・香港や台湾などアジア地域を中心とする海外マ－ケットで「あまおう」のＰＲを
実施したことにより、国内同様、海外の消費者からもおいしさや美しさが評価さ
れ、ブランドが定着（香港市場では、１パック（300グラム）当たり100香港㌦（約
1,200円）以上と、日本国内の店頭価格に比べて2倍以上）。

・今では、福岡県産農産物の輸出において、「あまおう」は海外販路開拓の牽
引役として重要な品目。

【今後の計画等】
・主要な輸出先である香港は、植物検疫検査が不要など輸入条件が極めて緩
やかであることなどから競争が激化しており、香港以外のアジア地域の販路開
拓に取り組む必要がある。

・ただし、国内外ともに、大玉の品質の良いものに人気があり、輸出を拡大する
ためには、絶対量を増やしていくことが今後の課題である。

福岡県産ブランド：イチゴ『あまおう』 福岡県産ブランド：小麦『ラー麦』

【特産物の特徴等】
・福岡県は、地産地消により福岡のラーメンの魅力を更に高めるため、栽培特性、
製粉特性、ラーメン食味評価から、全国に先駆けてラーメン用品種「ラー麦」を開
発。それまでは、県内においてラーメンに適した小麦品種がなかったため、原料小
麦のほぼ全量が外国産であった。

・「ラー麦」は、麺にした時、色が明るく、コシが強い、また、ゆで伸びしにくいなどの
福岡のストレートな細麺にあった特性がある。

・地元製粉企業も品質開発協議会に参加し、需要サイドのニーズを反映した品種
を選抜。

【今後の計画等】
・「福岡生まれの小麦でとんこつラーメンを」という地産地消の特徴を出していけ
ば、外国産小麦にも対抗できるとしている。

・将来、福岡県のラーメンで使用される小麦の半分を「ラー麦」にすることが目標
（福岡県内には約2,500店のラーメン店がある）。

いちごの全国港別輸出シェア
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資料：門司税関「いちごの輸出について」

いちごの輸出推移（門司税関）

国内における小麦（食糧用）の流通

福岡空港
75.5%

関西空港
21.6%

その他
2.9%

平成24年

資料：門司税関「いちごの輸出について」

アメリカ

産
52%

カナダ産
19%

豪州産
17%

国産
12%

平成19～23年度

平均

ラー麦作付面積推移

資料：福岡県「望まれる「福岡の米・麦・大豆」づくり運等方針」
資料：農林水産省「輸入小麦の政府売渡価格について」
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